
１．はじめに

１９４９年に国内戦争で蒋介石の中国国民党に勝った中国共産党は，中華人民共和国を建国した。そ

れと同時に，毛沢東を中心とする中国共産党指導部は，ソ連に倣って社会主義の道を進めることに

決定した。１９４９～５２年という経済の回復期に，旧財閥企業（官僚資本）や外資企業が国有化された

が，公私合営企業，私営企業，個人企業など多様な企業形態の存在が容認された。しかし，１９５３年

にすべての私有制の企業に対しての国有化はスタートした。それはいわゆる社会主義改造というも

のである。１９５６年にその社会主義改造が完成し，私有企業は消滅した。

１９７７年に文化大革命中，毛沢東による批判で失脚した鄧小平は，葉建英，李先念，王震など中国
共産党の長老らの支持により，国務院副総理として政治舞台に戻ってきた。さらに，１９７８年に中国

共産党第１１期中央委員会第３回総会において，「二つのすべて論」を堅持した華国鋒が批判され権

力中心から追放されたことをきっかけに，鄧小平が実際の最高指導者の地位が確立した。それで，
鄧小平を中心とする中国共産党指導部は，毛沢東の階級闘争や政治を優先する路線を廃止し，経済
建設を中心とする路線を決めたと同時に，経済体制の改革および対外開放の戦略を明確にした。そ

れから，経済改革の進展に伴って，私有企業は徐々に発展してきたが，私有企業の発展は，順風満

帆ではない。その途中には陳雲を代表とする保守勢力から批判されたことがあり，とりわけ１９８９年

の天安門事件の発生により，経済改革自体も一時停滞した。しかし，１９９２年に鄧小平は，「南巡講
話」を行って，中国において改革に抵抗する保守勢力の台頭を抑えたのみならず，社会主義市場経

済路線を確立させるとともに，経済改革も継続させることができた。そこで，私有企業は再び発展

するチャンスを得た。特に２００１年中国のWTO加盟以後，多くの私有企業は，上場を目指す努力や

１平成２９年度専修大学研究助成（研究課題「中国の民営企業の成長と政府政策」）による研究成果の一部である。

*専修大学経営学部教授

Business Review of the Senshu University
No. 107, 27-39, 2019

中国の経済改革と私有企業の成長
１

李 建平*

27



最新の企業管理ノウハウの導入や技術革新などによりさらに速いテンポで発展してきた。

１９７８年に鄧小平による経済改革については，途中に保守勢力の抵抗や中央政府の政策の変化が
あったので，初期の改革（１９７８―８８年），第二段階の改革（１９９２―２００４年），第三段階の改革（２００５―

現在）という三つの時期に分けて見る必要がある。各時期の政策により，私有企業の発展のテンポ

が異なる。本稿は，いままでの主要な既存研究や中国政府が公開した資料などを踏まえて，私有企

業に対する中国政府の政策の変化や私有企業の発展を述べた上で，現在，中国の私有企業にはどん

な深刻な問題があるのかを指摘する。

本稿の構成は以下の通りである。まず，第２節では，１９７８年の改革が始まってから現在までの中

国の主要な企業形態を説明する。次に，第３節，第４節，第５節のそれぞれにおいて初期の改革，

第２段階の改革，第３段階の改革による私有企業に対する政策およびそれらの政策による私有企業

の変化を述べる。第６節はまとめと展望である。

２．主要な企業形態

１９７８年に改革開放が始まってから現在までに中国において，国有企業，集団企業，連営企業とい

う公有企業の以外に，私有企業として相前後して個人企業，私営企業，株式合作企業，有限責任会

社，株式有限会社，外資投資企業のような企業形態が現れた。以下に公有企業と私有企業という二

つのグループに分けて中国の企業形態を紹介する。

２．１ 公有企業

中国の公有企業には，国有企業，集団企業，連営企業という三つの企業形態が含まれる。まず，

国有企業は，企業内のすべての資産が国家に所有され，「中華人民共和国企業法人登記管理条例」

に基づいて登記された経済組織である。国有資産管理権限によって，中央政府に管理される中央国

有企業および地方政府に管理される地方国有企業に分類される。社会主義改造２が完成した１９５６年

から１９９２年までの間にそれは国営企業と呼ばれた。１９９３年３月に憲法改正によって，国営企業から

国有企業へ名称が変更された。次に，集団企業は，国有企業と同様に国家からの投資で作られ，支

配権も収益権も最終的に政府が持つ公有企業であり，それは大きく二つのタイプに分けられ，一つ

は都市部の地方政府（市，区，街道）が管理する集団企業であり，もう一つは農村部の地方政府（郷，

鎮，村）が管理する集団企業である。最後に，連営企業は，二つ以上の企業法人などで共同出資に

よって設立され，共同経営を行われる公有企業である。１９８０年代の初期に，経営請負制や市場メカ

ニズムの導入によって，中央国有企業と地方国有企業，および地方国有企業同士は，相互にライバ

ル関係となり，それぞれの自分の利益を保護するために人為的に参入障壁を作り出した。したがっ

て，全国の各分野の市場は，縦割りや横割りのように分割され，全国統一の市場形成が妨げられた。

特に各地方政府の産業政策は地方保護主義の色が強かった。中国国務院は，市場分割や地方保護主

義の弊害をなくすために，１９８０年７月に「経済連合の促進に関する暫定規定」を公表し，国有企業

に横の経済連合組織とする連営企業を作らせた。１９８１年２月に第１号の連営企業の東風自動車工業

２社会主義改造とはプロレタリア独裁下で生産手段の私有制を社会主義的な公有制に変革することをいう。これ

には農業，手工業，資本主義商工業の社会主義改造が含まれる。それは１９５３年から始まり，１９５６年に完成した。
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連営会社は，第２自動車製造工場を中心に，杭州自動車製造工場，広州自動車製造工場，漢陽自動

車製造工場，重慶自動車製造工場など八つの地域の八つの国有自動車メーカの共同出資で作られた。

２．２ 私有企業

個人企業は個人または家族の出資で地方政府の工商管理局から営業許可を得た経済組織であり，

そこでは８人以下の労働者を雇うことができ，出資者は無限責任を負う。私営企業は個人の出資で

地方政府の工商管理局から営業許可を得た経済組織であり，そこでは８人以上の労働者を雇うこと

ができ，出資者は無限責任を負う。したがって，個人企業と私営企業の間に共通の性質がある。個

人企業の場合には，個人または家族のどちらからの出資でも許される。それに対して，私営企業の

場合には，個人のみによる出資で作られ，８人以上の労働者を雇える。これは両者の違うところで

ある。

有限責任会社は，「中華人民共和国会社登記管理条例」に基づいて登記し，２人以上５０人以下の

社員が共同出資で設立する経済組織であり，そこでは社員は有限責任を負い，全社員によって構成

される社員総会は会社の最高意思決定機関である。それに対して，株式有限会社は，「中華人民共

和国会社登記管理条例」に基づいて登記し，会社の資本を均一金額の株式に分割し，株式発行によっ

て資本を調達し，株主はその出資額を限度とする有限責任を負い，会社がその全資本をもって会社

債務に責任を負う経済組織であり，そこの最高意思決定機関は株主総会である。

株式合作企業は従業員全員の出資と外部投資者の出資で作られる経済組織である。それは株式有

限会社と異なる性質を持っている。１９９０年２月に中国農業部による「農民株式合作企業暫定規定」

および１９９７年８月に中国国家体制改革委員会による「都市株式合作企業の発展に関する指導意見」

を踏まえて，その性質を以下にまとめる。

（１）従業員は出資者であると同時に，労働者でもあり，そこでは共同で経営し，営業リスクを共

同で分担する。

（２）企業の最高意思決定機関は従業員によって構成される株主総会であり，そこの議決権は１人

１票であり，つまり株主同士は平等の議決権を持つ。

（３）株主の責任は有限責任であり，企業が負債に対して全資本をもって責任を負う。株主は出資

を取り戻すことができない。

（４）労働による分配および出資額による配当が行われ，従業員全員が企業の利益を共有する。

外商投資企業には中外合資経営企業，中外合作経営企業，外資企業，外商投資株式有限会社とい

う四つの企業形態が含まれる。

（１）中外合資経営企業

中外合資経営企業は外国の企業または外国人と中国の企業が『中華人民共和国中外合資経営企業

法』などの法律に基づいて，定款に定められた割合による出資で設立し，共に利益を享受し，共に

リスクを分担する企業である。

（２）中外合作経営企業

中外合作経営企業は外国の企業または外国人と中国の企業が『中華人民共和国中外合作経営企業

法』などの法律に基づいて，定款に定められた割合で出資し，または他の条件で出資し，共に利益

を享受し，共にリスクを分担する企業である。
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（３）外資企業

外資企業は「中華人民共和国外資企業法」などの法律に基づいて，中国で外国の投資者によって

全資本を出資して，設立された企業である

（４）外商投資株式有限会社

外商投資株式有限会社は「外商投資方向を指導する暫定規定」および中国の関連法律に基づいて，

中国対外貿易経済部によって承認され，しかも外国の投資者によって所有された株式が会社の登録

資本の２５％以上を占める株式有限会社である。外国の投資者によって所有される株式が会社の登録

資本の２５％以下である企業は内資企業の株式有限会社である。

３．初期の改革による私有企業の復活（１９７８～８９年）

１９５７年から７８年までの間に，中国経済は国有制の統一天下となっていた。１９７８年に市場志向の改

革がひとたび始まると，国有制が独占する旧い枠組を打ち破り，私有企業を無から生み出させる必

要がある。しかし，陳雲，胡喬木，鄧力群をはじめとする保守派による抵抗が強いので，その目的
を簡単に実現することができないのである。したがって，鄧小平，胡耀邦，趙紫陽を代表とする市
場志向の改革派は，漸進主義のアプローチをとって，私有企業の誕生・発展を徐々に推進していた。

１９７６年に毛沢東の死亡をきっかけに，文化大革命（１９６６―７６年）に終止符が打たれた。１９７８年に

中国共産党第１１期中央委員会第３回総会で政治優先の路線と決別し，経済重視の方針が決定された。

１９７９年に鄧小平は，外資の受け入れと華僑による工場設置を認めると発言した。また，中国政府
は，１９５６年に社会主義改造を受けた元工商業者に企業の設立を提案した。同年に，大勢の「下放」

された知識青年３の都市への復帰に伴い，全国で１，５００万人の新たな就職口を創出する必要があった。

そのため，薛暮橋などの経済学者は，都市部の失業者が個人経営に従事することを許し，例えば，

品物を仕入れてよそへ運んで売ることを許してもいいという提案を中央政府に出した。中央政府は，

その提案を受け入れて，各地方政府に都市の戸籍をもつ住民の中の就職先がない余剰労働力が，修

理・サービス・手工業の個人労働に従事することを許可してもよいが，労働者を雇用することを許

さないと指示した４。それを受けて，各地方政府は，都市の住民に自営業の営業許可書を出し始め

た。最初の個人の自営業が，１９７９年に中国の南の広東省広州市に床屋，靴修理，傘修理，家具修理，

時計修理，露天飲食業などの形で現れた。同年年末までに全国で約１０万人の自営業者が営業許可を

取得した５。

ただし，この時点で，労働者の雇用は禁止された。また，自営業者の社会地位が低かった。当初，

多くの都市の住民および保守派の幹部たちは，イデオロギー的に自営業が「資本主義の尻尾」と考

えていたので，自営業を軽蔑したのみならず，強い批判をもした。さらに，制度上，自営業者に対

して，過剰課税，銀行からの融資や労働者の雇用の制限などがあった。したがって，１９７８年代から

８９年までの市場志向の経済改革および私有企業の発展は順調ではなかった。

しかし，中国共産党指導部の中では，鄧小平，胡耀邦，趙紫陽などの改革派の粘り強い努力や薛

３下放された知識青年とは，文化大革命の間に毛沢東の呼び掛けに応じて，都市から農村に移住し，農民と一緒

に働き，農民からの教育を受けた高校生や大学生たちのことである。
４呉敬璉（１９９９）p１６７を参照されたい。
５丹沢安治（２００９）p９９を参照されたい。

李 建平

30



暮橋，呉敬璉，厉以寧などの経済学者からの有力な理論支援によって，改革は，試行錯誤しながら，
前の方に押し進められた。

１９８０年８月に，中国共産党中央委員会による全国労働就業工作会議で，組織的な雇用促進と自主

的職業選択を同時進行で行う方針が決定されたことにより，個人企業の発展が促進され，その年度

末に全国で個人企業は８０万社以上に増えた。

１９８１年６月に，中国共産党第１１期第６回総会による「建国以来党の若干問題に関する決議」で，

私有経済が社会主義公有制経済を補完するものと明確に規定された。１９８１年７月に国務院による「都

市部の非農業個人経済に関する若干の政策的規定」で，２名以内のお手伝いを，また技術性がやや

高いまたは特別者は５名以内の弟子を受け入れることが許された。そこから，雇用労働者８人以下

（８人を含む）かそれ以上かが，個人企業と私営企業を分ける境界線となった６。それらの私営企業

に対する寛大な政策により，１９８１年の末に，個人企業は１８３万社までに増え，従業者数が２２７万人に

達した。

１９８２年１１月に開催された第５期全国人民代表大会第５回会議で憲法修正案が採択され，私有経済

の合法性が初めて憲法で保障されることになった。それをきっかけに，個人企業数がさらに２６１万

社に急増し，従業員は３２０万人を超えた。

１９８３年１月に鄧小平は，国家計画委員会，国家経済委員会，農業部などの中央官庁の責任者と会
談したときに，一部分の人が先に豊にすることを許すという「先富論」を打ち出した。それを受け

て，政府は，相次いで私有経済を支持する法令や政策を制定し，私営企業に対する営業許可書など

の手続きを簡素化した。また，中央銀行も翌年１月１日より私営企業向けの融資を開始すると発表

した。したがって，個人企業は５９０万社に，そこの従業員は７４６万人に達し，いずれも前年度より倍

増した。

１９８４年１０月に中国共産党第１２期中央委員会第３回総会で採択された「中国共産党中央委員会の経

済体制改革に関する決定」は，「政企分離」，つまり，政府と企業を分離させ，政府が企業の経営に

関与しないという方針を打ち出し，また，私有経済が社会主義経済への必要な補充と明確に規定し

たので，表１に示したように，８４年度の個人企業の社数およびそこの従業員は，また前年度より倍

増した。

１９８６年９月に中国共産党第１２期中央委員会第６回総会による「中国共産党中央委員会の社会主義

精神文明建設の指導方針に関する決議」で，現在の中国がまだ社会主義初期段階にあり，社会主義

公有制経済を主体としながら，多様な所有制経済を発展させるべきであることを初めて提起した。

そこでの多様な所有制経済は，私有制経済を含んでいる。１９８７年１０月に中国共産党第１３期代表大会

において趙紫陽総書記は，「中国の特色ある社会主義路線に沿って前進する」と題する報告の中で，

私有経済の発展が，国民経済の発展を促進し，人民の多様な生活ニーズを満たしているので，迅速

に私有経済を保護する政策や法令を制定すべきことを指摘した。それによって，私有企業の存在は

初めて承認された。１９８８年４月に第７期全国人民代表大会第１回会議において憲法修正案が採択さ

れ，そこでは，「私営企業は社会主義公有制経済の必要な補充であり，国家は私営企業の合法的権

益を保護する」条文が追記された。これによって，その以後私営企業は，憲法によって保護される

ようになった。また，６月に国務院の公布した「中華人民共和国私営企業暫定条例」の中で，私営

６呉敬璉（１９９９）p１６７を参照されたい。
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企業は企業の資産が個人の所有に属し，８名以上の従業員を雇用する営利的経済組織であると定義

された。したがって，その以下は個人企業とみなされることになる。そうした中国共産党指導部の

私有経済に対する正しい認識，８８年に憲法上私有企業を保護することが明確されたことにより，１９８６

年～８８年に個人企業数およびそこの従業員はともに増え続けた。とくに８８年に８人以上の労働者を

雇用する私営企業は９万社以上に現れ，そこの従業員は１６４万人にも上った。

しかし，１９８９年６月の天安門民主運動の失敗によって，趙紫陽をはじめとする改革派の政治家の

多くが失脚し，陳雲を代表とする保守派の勢力が巻き戻し，改革開放は一時停滞したので，１９８９―

９１年の間の私有経済も低迷した。

４．第二段階の改革（１９９２―２００４年）

１９８９年の天安門事件による西側諸国からの経済制裁という不利な国際環境を打開し，また国内の

計画経済を頑固に主張する保守派の台頭を抑えるために，政治の実力者鄧小平は，広東省の深圳や
珠海，上海など改革が進んでいた南の地域を視察し，地方の共産党幹部との談話を通じて，改革開

放の路線が１００年も堅持し，全面的に市場経済化することを全世界に宣言した。これは，いわゆる

鄧小平の１９９２年の南巡講話というものである。
１９９２年１０月に鄧小平の南巡講話を受けて，中国共産党第１４期代表大会では改革開放の加速を表明
された上で，公有制を主体とし，個人・私営企業および外資企業はその補完を行うことが改めて強

調され，さらに市場経済を推進することも表明された。したがって，鄧小平の呼び掛けにより，１９９２
年から中国では市場経済体制への転換が本格的にスタートした。このような政治環境の変化により，

１９９２年度末に個人企業は１，７６７万社，そこの従業員は２，４６８万人に増えた。同時に，私営企業は２４万

社，そこの従業員は２３２万人に急増した。また，鄧小平の南巡講話の中の「株式制をやってみるべ
きである」という指示によって，中国における株式制の導入が促進されて，全国に３，７００社以上の

株式制企業が現れた。

個人企業 私営企業

年度 社数（万社） 従業員数（万人） 社数（万社） 従業員数（万人）

１９７９ １０ １５

１９８０ ８０ ８１．４

１９８１ １８３ ２２７

１９８２ ２６１ ３２０

１９８３ ５９０ ７４６

１９８４ １１７１ １７６６

１９８６ １２１１ １８４６

１９８７ １３７３ ２１５８

１９８８ １４５３ ２３０５ ９．５８１ １６４

１９８９ １２３４ １９３４ ９．５

出所：中国統計年鑑および中国の新聞記事。

表１ 中国における個人企業と私営企業の成長
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１９９３年４月に国家工商行政管理局は，「個人私有経済の発展を促進するための若干意見」を公表

し，個人企業および私営企業に対して登録手続きの簡素化，参入できる市場の範囲の拡大，相互株

式の持ち合いの可能，多様な経営の可能などの優遇政策を出した。１９９３年１１月に中国共産党第１４期

中央委員会第３回総会では初めて国有企業，個人企業，私営企業，外資企業に対して平等に扱うこ

とが発表された。それらを受けて，１９９５年に，個人企業は２，４６４万社に，そこの従業員は４，５８７万人

に増えた。さらに，私営企業は４３０万社に，そこの従業員は５，０１８万人に上って，はじめて個人企業

の従業員を超えた。

１９９７年９月に中国共産党第１５期代表大会の決議により，私営企業の地位が社会主義経済の「補完

するもの」から「重要な構成部分」へ格上げられ，私有経済と中国経済は密接不可分の関係へと発

展した。１９９８年３月に第９期全国人民大会第２回会議で憲法修正案が可決された。修正された憲法

においては，「非公有制経済が社会主義市場経済の重要な構成部分である」と明確に規定された。

１９９５年９月に中国共産党第１４期第５回総会において，「中国共産党中央委員会の国民経済と社会

発展の９５計画および２０１０年遠景目標の制定に対する提案」が可決され，そこでは国有企業に対する

改革戦略が提起され，また，自動車や石油や鉄鋼など重点産業における大手国有企業に対しては資

本や政策の面で集中的に支援するが，経営不振の国有中小企業については合併や売却で整理すると

いう方針が立てられた。

１９９８年３月に朱鎔基は国務院総理に就任してから，国有企業改革が本格的にスタートした。朱鎔

基総理は当初それを２０００年までに実現すると宣言した。そのために，（１）赤字企業の閉鎖・売却・

統合，従業員削減，債務の株式化，（２）行政と企業の分離，（３）有限責任制，株式制，ストックオ

プション制度，従業員持ち株制度等の導入という方策が採られた。

国有企業の改革の結果，２０００年末になって１９９７年末に赤字であった６，５９９社のうち，およそ７割

を占める４，３９１社が黒字に転換したと発表された。その要因としては，企業の閉鎖や合併，民営化

による国有企業の減少，雇用調整によるリストラの進展によるところが大きい。

表２と表３に示したように，１９９２年から２００２年までの間に，私有企業は急成長していた。急成長

の私有企業は，（１）株式制に転換した国有企業の一部の株の取得，（２）破産した国有中小企業の資

産の買収，（３）国有企業との吸収合併によって，国有企業の改革に関わっていた。また，私有企業

は，その改革の過程で生まれた国有企業の余剰人員の受け皿として，多くの元の国有企業従業員を

再雇用した。

表２に示したように，１９９７年末に国有大企業が２０８万社，国有中小企業が４４７万社であったが，２０００

年末になって，国有大企業は１４９万社に，国有中小企業は２６２万社に急減し，つまり，三年間の国有

企業改革により，それぞれ，５９万社，１８５万社減少した。それに対して，１９９７年末に私営企業が９６

万社であったが，２０００年末になって，１７６万社になり，８０万社増加した。

表３からわかるように，１９９５年年末に国有企業には就業人口が１億１，２６１万人，集団企業には就

業人口が３，１４７万人，連営企業には就業人口が５３万人いたが，２０００年年末になって，国有企業のそ

れは８，１０２万人に，集団企業のそれは１４９９万人，連営企業のそれは４２万人になった。つまり，国有

企業改革によって，国有企業の従業員の中３，１５９万人が，集団企業の従業員の中１，６４８万人，連営企

業の従業員の中１１万人がリストラされた。それに対して，１９９５年年末に個人企業，私営企業，外資

企業など私有企業には６，４００万人の従業員がいたが，２０００年年末になってそれは９，４１８万人になり，

つまり，３，０１８万人増えた。その急増した分の従業員はほとんど公有企業部門から流れてきたもの

中国の経済改革と私有企業の成長

33



年度
国有大企業
（万社）

国有中小企業
（万社）

私営企業
（万社）

個人企業
（万社）

１９９２ １５５ ４１６ １４

１９９３ １９５ ５１６ ２４ １７６７

１９９４ ２１７ ５４６ ４３

１９９５ ２２１ ５３４ ６５ ２４６４

１９９６ ２１６ ５０１ ８２

１９９７ ２０８ ４４７ ９６

１９９８ １８４ ３７４ １２０

１９９９ １６５ ３１７ １５１

２０００ １４９ ２６２ １７６ ３１６０

２００１ １３１ ２２０ ２０３

出所：『中国工商行政管理統計年鑑』

年度
全国
就業人口
（万人）

国有企業
就業人口
（万人）

集団企業
就業人口
（万人）

連営企業
（万人）

公有企業の
シェア（％）

１９７８ ４０１５２ ７４５１ ２０４８ ２４

１９８０ ４２３６１ ８０１９ ２４２５ ２５

１９８５ ４９８７３ ８９９０ ３３２４ ３８ ２５

１９９０ ６４７４９ １０３４６ ３５４９ ９６ ２２

１９９５ ６８０６５ １１２６１ ３１４７ ５３ ２１

２０００ ７２０８５ ８１０２ １４９９ ４２ １３

２００１ ７２７９７ ７６４０ １２９１ ４５ １２

２００２ ７３２８０ ７１６３ １１２２ ４５ １１

２００３ ７３７３６ ６８７６ １０００ ４４ １１

２００４ ７４２６４ ６７１０ ８９７ ４４ １０

２００５ ７４６４７ ６４８８ ８１０ ４５ １０

２００６ ７４９７８ ６４３０ ７６４ ４５ ９．６

２００７ ７５３２１ ６４２４ ７１８ ４３ ９．５

２００８ ７５５６４ ６４４７ ６６２ ４３ ９．５

２００９ ７５８２８ ６４２０ ６１８ ３７ ９．３

２０１０ ７６１０５ ６５１６ ５９７ ３６ ９．４

２０１１ ７６４２０ ６７０４ ６０３ ３７ ９．６

２０１２ ７６７０４ ６８３９ ５８９ ３９ ９．７

２０１３ ７６９７７ ６３６５ ５６６ ２５ ９

２０１４ ７７２５３ ６３１２ ５３７ ２２ ８．９

２０１５ ７７４５１ ６２０８ ４８１ ２０ ８．７

２０１６ ７７６０３ ６１７０ ４５３ １８ ８．６

２０１７ ７７６４２ ６０６４ ４０６ １３ ８．３

出所：中国統計年鑑

表２ １９９２～２００２年企業形態別の企業数の変化（万社）

表３ １９７８年―２０１７年全国就業人口と公有企業の就業人口の変化
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と指摘されている７。

２００２年１１月に中国共産党第１６期代表大会で「公有制経済の発展と民営経済をサポートする方針は

揺るぎない」と唱えられた。また，２００２年より私営企業の経営者の中国共産党への入党が許可され，

多くの私有企業の経営者が中国共産党の第１６期代表大会にも出席した。それから，２００３年３月に第

１０期全国政治協商会議第１回会議にも６５名の私営企業の経営者が出席した。２００３年１０月に中国共産

党第１６期第３回総会で「社会主義市場経済体制整備の若干の問題に関する決定」が可決され，イン

フラなどの公共事業への私営企業の参入が許可された。したがって，２００３年の末に，全国の私営企

業は３０１万社に増え，そこの従業員は４，２９９万人に達した。それに対して，個人企業は１９９５年より減

り，２，３５３万社となり，そこの従業員が４，６３７万人で９５年のそれよりすこし増えた。個人企業の減少

は多くの個人企業が私営企業か株式制などの企業形態に変わったことによるものと考えられる。

２００４年３月に第１０期全国人民代表大会第２回会議で，１９８２年以来４度目となる憲法改正案が可決

７孫根（２０１７）P８を参照されたい。

年度 私営企業 個人企業
株式合作
企業

有限責任
会社

株式有限
会社

香港マカオ
台湾系

外資企業
私有企業の
シェア

１９７８ １５ ０．０４

１９８０ ８１ ０．１９

１９８５ ４５０ ６ ０．９１

１９９０ １７０ ２１０５ ４ ６２ ４

１９９５ ９５６ ４６１４ ３１７ ２７２ ２４１ ９

２０００ ２４０７ ５０７０ １５５ ６８７ ４５７ ３１０ ３３２ １３

２００１ ２７１４ ４７６０ １５３ ８４１ ４８３ ３２６ ３４５ １３

２００２ ３４１０ ４７４３ １６１ １０８３ ５３８ ３６７ ３９１ １５

２００３ ４２９９ ４６３７ １７３ １２６１ ５９２ ４０９ ４５４ １６

２００４ ５０１８ ４５８７ １９２ １４３６ ６２５ ４７０ ５６３ １７

２００５ ５８２４ ４９０１ １８８ １７５０ ６９９ ５５７ ６８８ ２０

２００６ ６５８６ ５１５９ １７８ １９２０ ７４１ ６１１ ７９６ ２１

２００７ ７２５３ ５４９７ １７０ ２０７５ ７８８ ６８０ ９０３ ２３

２００８ ７９０４ ５７７６ １６４ ２１９４ ８４０ ６７９ ９４３ ２４

２００９ ８６０７ ６５８６ １６０ ２４３３ ９５６ ７２１ ９７８ ２７

２０１０ ９４１８ ７００７ １５６ ２６１３ １０２４ ７７０ １０５３ ２９

２０１１ １０３５４ ７９４５ １４９ ３２６９ １１８３ ９３２ １２１７ ３３

２０１２ １１２９６ ８６２９ １４９ ３７８７ １２４３ ９６９ １２４６ ３６

２０１３ １２５２１ ９３３５ １０８ ６０６９ １７２１ １３９７ １５６６ ４３

２０１４ １４３９０ １０５８４ １０３ ６３１５ １７５１ １３９３ １５６２ ４７

２０１５ １６３９５ １１６８２ ９２ ６３８９ １７９８ １３４４ １４４６ ５１

２０１６ １７９９７ １２８６２ ８６ ６３８１ １８２４ １３０５ １３６１ ５４

２０１７ １９８８１ １４２２６ ７７ ６３６７ １８４６ １２９０ １２９１ ５８

出所：中国統計年鑑

表４ １９７８年―２０１７年私有企業の就業人口の変化（万人）
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され，そこでは「公民の合法的な私有財産は侵犯を受けない」と明記され，国民の私有財産権を憲

法で保障されるようになった。それはまた私有経済の発展を大いに促進して，２００４年年末に全国の

私営企業は，前年度より増え，３６５万社になり，そこの従業員は５，０１８万人に達した。

５．第三段階の改革（２００５―現在）

２００５年２月に中国国務院は「個人・私営企業等非公有制経済発展の奨励，支持および指導に関す

る若干の意見」を公表し，それは１９４９年の中華人民共和国建国以来，中央政府の名義で発表された

私有企業に関する初めての政策文書である。そこで，「私有企業に影響のある体制的障害を取り除

き，平等な市場での主体的地位を確立し，国有企業の独占する産業などが私有企業に開放されるな

どの政策がだされた。それによって，２００５年年末に，個人企業数は前年度より増え，２，４６４万社に

なり，そこの従業員は４，９０１万人になった。同時に，私営企業数も前年度より増加し，そこの従業

員は５，８２４万人に達した。個人企業，私営企業，有限責任会社，株式有限責任会社，香港・マカオ・

台湾系企業，外資企業などを合わせた私有企業の従業員数は，全国就業人口の中で２０％のシェアを

占めた。国有企業と集団企業を合わせた公有企業の従業員は，１９９５年までに全国就業人口の中で２０％

のシェアを占めたが，２００５年になって，それは９．８％までに低下した。

２００７年３月に第１０期全国人民代表大会第５回会議で新企業所得税法が採択され，２００８年１月１日

から施行されてきた。それまでに中国では企業所得税法には，外資企業に適用される「外商投資企

業および外国企業所得税法（１９９１年採択）」と内資企業に適用される「企業所得税暫行条例（１９９３

年公布）」の２種類の税法が併存していた。１９９０年代に外資企業の投資を誘致するために，外資企

業に対して優遇税制をとり，中国の私有企業を含む内資企業に対する逆差別の税制となっていて，

内資と外資の間で大きな税負担の不均衡が生じていた。新企業所得税法の施行により，二つの税法

を統合し，内資と外資に統一の企業所得税法を適用することになった。また，第１０期全国人民代表

大会第５回会議で「物権法」が可決された。それによって，私有企業の工業用地の使用権やほかの

物的財産の所有権を法律上明確に保護されるようになった。したがって，２００８年年末に，個人企業

数は２，９１７万社，そこの従業員は５，７７６万人に増えた。同時に，私営企業数は６５７万社，そこの従業

員は７，９０４万人に増えた。２００８年度の個人企業，私営企業，外資企業など私有企業の従業員は全国

就業人口の２５％のシェアを占めた。

２０１０年５月に，中国国務院は私営企業の投資領域の拡大と多様化及び投資効率の向上を目的とし

て「民間投資の健全な成長の奨励と誘導に関する若干の意見」を発表し，国有企業が独占する鉄道

や道路などインフラ部門，石油・天然ガス，電力，金融など産業への資本参加を奨励・支持すると

表明した。同時に，中央政府の関係省庁と地方政府に対し，具体的実施細則の策定を指示した。具

体的には，�基礎産業とインフラ設備，�公共事業と政府保障型住宅建設，�社会文化事業，�金
融サービス，�商業物流，�国防科学技術の六分野への私営企業の投資を促すというものである。
これは，中国の重点産業への民間資本の参入障壁を取り除くための大きなステップである。２０１１年

年末に，個人企業数は３，６００万社，そこの従業員は７，９４５万人に上った。同時に，私営企業数は９６４

万社，そこの従業員は１０，３５４万人に増えた。２０１１年度の私有企業の従業員は，２億５，０８６万人に達

し，全国の従業人口の３３％のシェアを占めた。

２０１３年１１月に中国共産党第１８期代表大会第３回総会において，私有企業が国民経済の成長，技術
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革新，就業拡大，国家税収の増加などに大きな貢献をしていることが認められ，私有企業の特殊な

産業への参入障壁を撤廃すると同時に，国有企業改革への参与や株式制を含む現代企業制度の導入

を奨励するとされた。表２と表３に示したように，２０１５年にすべての私有企業の就業人口が中国就

業人口に占めるシェアは，５１％に達し，公有企業のそれを遥かに超えた。また，２０１５年年末に私有

企業によって作られたる付加価値も中国 GDPに占めるシェアは５０％以上８になり，一部の地域の

私有企業のそれは６０％以上に達した（表６）。同時にすべての私有企業に収められた法人所得税や

増値税などの税金が中国税収に占めるシェアは６８％，外資企業および香港・マカオ・台湾系企業を

除いた狭義私有企業のそのシェアも５１％に達した。したがって，私有企業は中国の就業や経済成長

にかなり大きな貢献をしたといえる。

２０１６年１０月に中国共産党第１８期代表大会第３回総会により，習近平の中国における「核心」地位

が確立し，そこから習近平時代はスタートしたと思われる。習近平時代になってから，国有経済の

増強，私有経済の縮小を意味する「国進民退」の動きが強まっているといわれている。現在，大型

国有企業が私有企業を次々と買収し，私有企業の支配した領域を取り戻そうとしている。海外投資

年度 個人企業数（万社） 私有企業数（万社）

２００５ ２４６４ ４３０

２００７ ２７４１ ５５１

２００８ ２９１７ ６５７

２００９ ３１９７ ７４０

２０１０ ３４５３ ８４６

２０１１ ３６００ ９６４

出所：中国統計年鑑および中国の新聞記事。

年度 地域
私有企業の付加価値

（億元）
当該省 GDPのシェア

（％）

２０１５ 江蘇省 ３８５６４．００ ５５

２０１６ 広東省 ４２５７８．７６ ５４

２０１５ 貴州省 ５２４６．２０ ５０

２０１５ 遼寧省 ２００３３．００ ６８

２０１５ 黒竜江省 ７５６４．７０ ５２

２０１５ 山東省 ３２０７０．００ ５１

２０１５ 天津市 ７７８１．４２ ４７

２０１６ 河北省 ２１５８３．１０ ６８

２０１４ 福建省 １６１６５．３７ ６７

２０１５ 湖北省 １６２２８．９６ ５５

２０１５ 安徽省 １２６４７．９０ ５８

出所：黄・応・徐・孫（２０１７）pp．７―８．

８黄・応・徐・孫（２０１７）pp．７を参照されたい。

表５ ２００５～２０１１中国における個人企業と私営企業の変化

表６ 中国一部省の私有企業の付加価値のシェア
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や事業の多角化に乗り出した大型国有企業も増えている。他方，電力や通信や金融などの産業にお

いては私有企業に対する規制が以前より厳しくなった。

６．むすび

中国の改革の初期には，陳雲を代表とする保守勢力が存在したが，鄧小平を代表とする改革派は，
中国の政治の主導権を握っており，また，大勢の若い知識青年の都市部への復帰に伴う深刻な失業

問題を至急に解決する必要があることから，１９７９年に薛暮橋などの改革派の経済学者の提案を採用

し，個人に自営業の許可を発行した。それによって，初期の私有企業としての個人企業がまず中国

の南の広東省に現れ，それから全国に迅速に広がって，私有企業は中国で復活した。１９８１年に個人

企業に対する雇用規制が緩和され，５人までの労働者の雇用が許可された。１９８８年になって，８人

以上の労働者が雇用できる私営企業の経営が許され，その年に全国で９万社の私営企業が現れた。

しかし，１９８９年の天安門事件の発生によって，趙紫陽など多くの改革派の政治家が失脚し，陳雲を

代表とする保守派の勢力が台頭したので，１９８９年から１９９１年までの私有経済が低迷した。

改革の第２段階になって，１９９２年の鄧小平の南巡講話により，保守派の勢力が抑えられ，中国で
社会主義市場経済体制が確立し，また，株式制の導入が促進され，全国に３，７００社の株式制企業が

現れた。１９９８年から２０００年までの三年間において朱鎔基による国有企業改革が全国で行われて，多

くの経営不振の国有企業は，閉鎖，売却，統合などの手段で整理されたので，国有企業は６５５万社

から４１１万社までに減少した。それに伴って，３０００万人以上の労働者がリストラされたが，その多

くは，受け皿としての私有企業のところに流れていった。２００２年になって，私有企業の経営者が中

国共産党へ入党できるようになり，また，６５名の私営企業の経営者は，私有企業の代表として全国

政治協商会議に出席したことにより，私有企業の社会的地位は以前より向上した。それと同時に，

私有企業のインフラなどの公共事業への参入も許可された。２００４年に，憲法改正により，私有企業

の経営者を含む国民の私有財産が憲法で保護されるようになった。

改革の第３段階に，まず，２００５年に中国国務院は個人・私営企業など非公有制経済発展の奨励，

支持および指導に関する若干の意見」という１９４９年以来初めて私有企業に対する政策文書を公表し，

そこでは国有企業と私有企業を平等に取り扱い，それまでに国有企業の独占した産業を私有企業に

開放するという政策がだされた。２００５年年末に中国におけるすべての私有企業の従業員が全国就業

人口に占めるシェアは２０％に達し，公有企業のそれを大幅に超えた。次に，２００７年に全国人民代表

大会で可決された新企業所得税法によって，中国政府がそれまでに外資企業に対する優遇税制を廃

止し，内資企業と外資企業を税制上同様に扱うようになった。同時に，全国人民代表大会で「物権

法」が可決された。そこから，私有企業の工業用地の使用権やほかの物的財産の所有権を法律上明

確に保護されるようになった。２００７年年末にすべての私有企業の従業員数が全国就業人口に占める

シェアはさらに２５％になった。２０１０年に，中国政府は国有企業が独占する鉄道や道路などインフラ

部門，石油・天然ガス，電力，金融など産業への資本参加を奨励・支持すると表明した。２０１１年度

の私有企業の従業員は，２億５，０８６万人に達し，全国従業人口の３３％のシェアを占めた。

２０１３年１１月に中国共産党第１８期代表大会第３回総会において，私有企業が経済成長や就業拡大や

国家税収の増加などに大きな貢献をしていることが認められたと同時に，国有企業改革への参与や

株式制を含む現代企業制度の導入を奨励する政策がだされた。２０１５年にすべての私有企業の就業人
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口が中国就業人口に占めるシェアは，５１％に達し，公有企業のそれを遥かに超えた。また，２０１５年

年末に私有企業によって作られた付加価値も中国 GDPに占めるシェアは５０％以上９になり，一部

の地域の私有企業のそれは６０％以上に達した。同時にすべての私有企業によって収められた法人所

得税や増値税などの税金が中国税収に占めるシェアは６８％，外資企業および香港・マカオ・台湾系

企業を除いた狭義私有企業のそのシェアも５１％に達した。

２０１６年１０月に中国共産党第１８期代表大会第３回総会により，習近平の中国における「核心」地位

が確立し，本格的な習近平時代はスタートした。それから，国有経済の増強，私有経済の縮小を意

味する「国進民退」の動きが強まっているといわれている。現在，大型国有企業が私有企業を次々

と買収し，私有企業の支配した領域を取り戻そうとしている。また，電力や通信や金融などの産業

においては私有企業に対する規制が以前より厳しくなっている。過去３０年間以上続いてきた中国経

済の高成長は，市場経済体制やそれによると競争がもたらした果実であるといっても過言ではない。

しかし，「国進民退」がこれ以上進展すれば，今後，私有企業の投資意欲が萎縮しかねない。また，

改革・開放が逆戻りではないかと懸念されている。これから中国経済の高成長を維持するために，

国有企業の独占分野を私有企業に開放する約束を忠実に実施する必要があると思われる。
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